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新型コロナウィルス（COVID-19）パンデミックを機にプラネタリー・ヘルスの回復

をめざす、野心的な方向性と実行可能なアクションの提案 

IGES ポジションペーパー 3.0  

キーメッセージ 

1. コロナ禍の社会的・環境的・経済的影響は多岐にわたるため、政策立案者にはプラネタリ

ー・ヘルス（地球の健康）を取り戻すことが求められている。プラネタリー・ヘルスとは、公衆

衛生の向上には環境や自然資源の保護が必要であるという概念である。 

2. 地球環境戦略研究機関（IGES）による新型コロナに関するポジションペーパー3.0 は、健康

な地球を目指し、実現可能なアクションについて提案し、野心的な政策立案を支援するこ

とを目的としている。 

3. 火災の防止のために立案された「ファイヤートライアングル アプローチ」を適用し、野生動

物の感染症モニタリングの強化、ブッシュミートの取引と消費の規制、衛生的な食肉処理

の改善に向けた提案をする。また、食肉のサプライチェーンを小規模生産に転換し、持続

可能な食生活を推進することも紹介する。 

4. コロナウィルス（SARS-CoV-2）は排水に含まれる可能性があるため、コロナやその他の感

染症に対する高額な臨床検査の補完措置として、「積極的（プロアクティブ）」な排水管理

を提案する。塩素消毒や紫外線照射を効率的に導入することで、水を媒介とする疾病の

感染を防ぐことができる。 

5. コロナ禍に対処する経済刺激策の資金をクリーンエネルギーに割り当て、ロックダウン後、

GHG 排出量削減などの気候変動対策や大気汚染のリバウンドを軽減するための措置の強

化を提案する。 

6. 既存の住宅に効率的な断熱や暖房、換気、さらには屋上のソーラーシステムを導入する

プログラムを実施し、エネルギー監査や建物/インフラのグリーン化を推進することは、排

出量の削減などの共便益を促進する。 

7. 電力をベースにした輸送・移動手段やそれをサポートするインフラへの継続的な投資は、

再生エネルギーへの移行を促進する。また、徒歩や自転車による移動（アクティブ・モービ

リティ）の推奨、公共交通機関の促進やデジタル技術の拡充も重要である。 

8. 上述の輸送・エネルギー・建物に関する解決策や関連産業への投資を都市に促す財政

政策は、気候変動の緩和やレジリエンスの強化などの共便益をもたらす。 

9. 生態系を保護する政策と気候変動に関する政策の統合を強化することで、本ペーパーに

おける提案をさらに発展させることが期待できる。IPCC 及び IPBES による科学的評価と、

国家生物多様性戦略・行動計画（NBSAP）及び排出削減目標（NDC）との間の連携を強

化することで、この統合を促進することができる。   

10. 地域循環共生圏（CES）の概念は、より統合的なアクションや資源利用パターンを地域で

展開する基盤となり、様々なレベルで、生態系や気候変動に関する政策を一貫して強化

することができる。   

11. 社会における不平等を確実に抑制するには、途上国の債務救済の取り組みを強化すると

同時に、生態系や気候変動に関する政策の決定プロセスに、不利な立場にあるグループ

を意義のある形で参加させる機会を拡大する必要がある。 
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I. はじめに 

新型コロナ感染症によるパンデミックは、世界のほぼ全域で甚大な被害と損失をもたらしてい

る。2021 年 7 月現在、世界では 1 億 8,000 万人以上の感染者が確認され、400 万人以上

が死亡している（Center for Systems Science and Engineering at Johns Hopkins, 2021）。

パンデミックの経済的影響も深刻である。この影響の中で最も衝撃的なのは、1997 年以来、

初めて世界の貧困率が上昇したことである（Kharas & Dooley, 2021）。一方、コロナウィルス

（SARS-CoV-2）に対する有効なワクチンが 2021 年に開発され流通したことで、コロナ禍から

の持続的な回復が期待できる国や地域も出てきている。 

しかし、このような慎重で楽観的な見通しがありながらも、世界的に見るとワクチンの展開が偏

っていることなど、依然として懸念が広がっている。2021 年 9 月の時点で、アラブ首長国連

邦やポルトガルなどの国では、人口の 80％以上が少なくとも 1 回はワクチン接種を受けている

が、ケニア・ナイジェリア・タンザニアなどの国では、1 回の接種を受けられたのは 4％未満にと

どまっている（Our World In Data, 2021）。 

世界は、今後コロナ禍の広範な影響と共存していく可能性が高い。従って、政策立案者はこ

れによる多様な影響を管理する能力を高めていく必要がある。コロナ禍がもたらす様々な影

響に対してアクションを起こす必要性はすでに認識されているが、図 1 に示すように、今回の

パンデミックは公衆衛生だけでなく、持続的開発に重要な他のセクターにも影響を与えている

ことが特徴となっている。コロナ禍と強い相互関係を有するセクターのひとつに「環境」がある。

実際、現在のコロナ禍だけでなく、将来起こるかもしれないパンデミックや気候危機に持続的

に対処してくためには、プラネタリー・ヘルス（地球の健康）を回復させる必要があるという指摘

もされている（Brown & Horton, 2020; Waugh, Lam, & Sonne, 2020）。 

一方、プラネタリー・ヘルスを取り戻そうという動きには、政策立案者やビジネス関係者から、

あまり協力を得られない可能性もある。急速に展開するコロナ禍の状況に対処する政策立案

者にとって重要なのは、様々な反対意見を乗り越えられるような実現可能で野心的な提案を

し、多様な問題に様々な関わりを持つ幅広いステークホルダーからいかにして支持を得るかと

いうことだからである。 

地球環境戦略研究機関(IGES)によるこのポジションペーパー3.01の目的は、政策立案者を念

頭において、コロナ禍に関連する課題への効果的な対応に寄与する提案をすることである。

本ペーパーにおける提案は、環境と健康、そして持続的開発の促進に重要なその他のセクタ

ーとの関係性を最大限に活用することを基礎とし、異論を最小限にしようとするものである。 

 

                                                             
1パンデミックが始まってから、IGES は 2 つの新型コロナに課するポジションペーパーを発表した。ペーパー1.0 で

は、短期、中期、長期における環境への影響を概説し、ペーパー2.0 では、ペーパー1.0 をベースに、政策立案

者が、持続可能性に対する短期的かつ長期的な脅威に対処するための意思決定を行う際に役立つトリプル R

フレームワーク（レスポンス：:対応、リカバリー：:回復、リデザイン:：再設計）を紹介している。 
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図 1: コロナ危機による多次元的な影響（Zhou & Moinuddin, 2021） 

図 1 は、様々な異論も念頭において、コロナ禍に関連する分析や提案を効果的に行うことに

貢献できるよう作成したものである。図 1 は、IGES のインターリンケージツールを活用し、コロナ

危機と持続可能な開発目標（SDGs）の関連指標との関係性を、ポジティブな関係性の場合

は緑、ネガティブな関係性の場合は紫を使って色分けして示したものである（Zhou & 

Moinuddin, 2021 を参照）。SDGs の間の相互関係と同様、この図はコロナ禍と様々な問題と

の相互関係を示している。 

図 1 が示した関係性に基づき、セクション 2 では「プラネタリー・ヘルス」と「ワンヘルス」の基本

概念を紹介する。セクション 3 においては、グリーンイシューである生態系関連の、そしてブル

ーイシューである水関連の提案を行う。さらに、セクション 4 では、ブラウンイシューである気候

変動やグレーイシューである大気汚染の問題に対処するための経済刺激策のモメンタムを、

適切に維持する方法を検討する。最後のセクションでは、生態系と気候の保護を統合しつつ、

途上国や恵まれないステークホルダーがこのプロセスから取り残されないようにするにはどうし

たらよいかを考える。本ペーパーは、過去 18 ヶ月間（特に過去 8 ヶ月間）に IGES で実施され

た研究やイニシアティブに基づいたものである。         

2.  プラネタリー・ヘルスとワンヘルス：野心的な方向性と実行可能なアクション

の提案 

コロナ禍による前例のない影響により、多くの政策立案者は、公衆衛生を管理するためのより

協調的で包括的なアプローチの重要性について考慮するようになった。その結果、専門家や

政策立案者は、「プラネタリー・ヘルス」という学際的な研究に注目するようになった。プラネタ

リー・ヘルスという言葉は最近の 10 年で検討されてきたもので、人間の健康と幸福は、自然・

生物多様性・生態系の健全性に依存していること、そして生態系を持続させるには、自然シス

テムと社会経済システムの相互依存関係を認識し行動する必要があることを示唆している
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（Whitmee et al., 2015）。国連環境計画の「地球環境概況（GEO）」等の報告書は、健康な

人々には健康な地球が必要であると提唱し、同様の相互関係の重要性を強調している（UN 

Environment, 2016）。 

プラネタリー・ヘルスを支持する研究者は、様々な異論を克服し多くのステークホルダーから

の支援を獲得するためには、自然システムと社会経済システムの相互依存関係を構築する

ことが必要であると認識している。しかし、プラネタリー・ヘルスを推進するためには、どのステ

ークホルダーが前進の鍵となるかについては意見が割れていた。「社会のあらゆるレベルでの

集団的なアクションに基づく強力な社会運動」（Horton et al., 2014）を呼びかけて、市民・社

会からの新たな声を利用しようとした研究者もいれば、「既存の社会運動を認識し、包含し、

調整し、強化する」（Schuftan, Legge, Sanders, & Nadimpally, 2014）ことを忘れてはならない

と注意喚起する研究者もいた。さらに、よりトップダウン的な視点から、プラネタリー・ヘルスの

原則に基づいた「グローバルな条約」が世界に必要だと主張する研究者もいた（Burkle, 

2014）。研究者によるこのような提案は、健康な地球を実現しすべての人に健康をもたらす

ために、新規または既存の社会運動や新たな国際協定に大きな可能性を見出していたので

ある。 しかし、それは過度に人間中心的な世界観を前提としていたため（Lerner＆Berg、

2017）、環境を改善し関連する政策を変革する上で、人間に過度な信頼を置いてしまった可

能性があった。また、公衆衛生と環境保全のそれぞれの政策立案者が、よりバランスの取れ

た過度に人間中心ではない視点から、適切な政策を協働でまとめあげる方策についても限ら

れた考察しかできなかった。   

ワンヘルスは、プラネタリー・ヘルスという概念に先駆けて提唱された包括的なアプローチであ

り、よりバランスのとれた政策を策定する上で、動物の健康、人間の健康、環境の保全に関す

るそれぞれの専門家が重要な役割を果たすことを示唆している。プラネタリー・ヘルス同様、

ワンヘルスでは、生物学・生態学・気候学・社会科学からの洞察をまとめた学際的なレンズを

通し、健康に関して複数の側面から相互に関連する脅威の原因と解決策を特定する（Lerner 

& Berg, 2017）。ワンヘルスは、プラネタリー・ヘルス以上に、健康な地球と人々を前提として、

健康な人間・動物・環境の 3 つの政策課題をバランスよくかつ相互にリンクさせて取り組む必

要があることを強調している。さらに、この成果を達成するために、環境や政策の専門家と協

力する医学や獣医学の専門家の積極的な役割についても指摘している（Kahn, Kaplan, 

Monath, Woodall, & Conti, 2014）。今後の課題は、プラネタリー・ヘルスを提唱する研究者た

ちが掲げる野心的な理念と、ワンヘルスの考え方に基づく政策領域を越えた取り組みの必要

性とを調和させ、具体的な提案を導き出すことである。 

プラネタリー・ヘルスとワンヘルスの強みを組み合わせることで、政策立案者はパンデミックの

原因を理解し、グリーン・リカバリー（緑の復興）につなげようとしている。それは、人間が自然の

生息地を侵食することで、将来のパンデミックのリスクが高まるのではないかという幅広い懸念

を念頭に置いたものである（Kumar et al., 2020）（図 2 参照）。例えば、研究者たちは、様々

なレベルの政府が「緊急事態への対処や健康や環境を破壊する長期的な問題に対応し、国

際的なマーシャル・プランのような計画（大規模な経済的救済を行うプログラム）を立てて、食

料生産（及びその他のシステム）を再構築する必要がある」と指摘し、こうした人間による自然

の生息地の侵食を抑制するための野心的なビジョンを示している（Hinchliffe, Manderson, & 
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Moore, 2021）。また、パンデミックの原因となる可能性のあるウェットマーケット 2等を対象とし

た、より焦点を絞ったセクターでの政策や措置を検討した研究者もいる。次のセクションでは、

プラネタリー・ヘルスを回復し、健全な社会を実現するための条件を整えるために、IGES が他

の研究機関と協働で作成した提案を、特定のセクターに限ったものから、より広い範囲をカバ

ーする提案まで順次紹介する。 

 

図 2：人、動物、環境の健康をつなぐ統合的なアプローチであるワンヘルス  

出典：Bonilla-Aldana, Dhama, & Rodriguez-Morales, 2020 を基に著者が作成 

3.プラネタリー・ヘルスとワンヘルスによるパンデミックの管理と予防  

このセクションの提案は、人獣共通感染症の潜在的なリスクへの対策を軸としたものが多い。

今回のコロナウィルス（SARS-CoV-2）の元となったウィルスの正確な起源については議論が

続いているが、SARS、MERS、H1N1 インフルエンザなど、近年の多くの大流行は、動物から人

間への種を超えた感染、すなわち人獣共通感染症に起因するものである。今回のケースでは、

SARS-CoV-2 が特定のコウモリ種で確認された関連コロナウィルスと遺伝的に類似しているこ

とを示す証拠がある。したがって、この特定の人獣共通感染症は、コウモリに由来する可能性

が高いとされている（Andersen, Rambaut, Lipkin, Holmes, & Garry, 2020; Lu et al., 2020; 

Maxmen, 2021; Shereen, Khan, Kazmi, Bashir, & Siddique, 2020; Tang et al., 2020) 。ワン

ヘルスというレンズを使うと、人獣共通感染症のリスクやその影響に対処し予防するためには、

人間・動物・環境の健康の間にあるギャップを埋めるためのアクションを取る必要であることは

明らかである。 

                                                             
2 スーパーマーケット以外で新鮮な肉、魚、農産物、その他の消費志向の生鮮食品を販売する市場を指す。フ

ァーマーズマーケット、魚市場、野生生物市場等が含まれる。 
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3.1 ウェットマーケットにおける人と動物の接触による健康リスクの軽減 

コミュニティレベルにおいて重要な対策は、人間と動物の接点で発生する可能性のある人獣

共通感染症のリスクをどのように管理するかである。例えば、リスクが高いとされる動物（また

はその肉）を販売する市場が、その接点の一つとして挙げられる。最も直接的なリスクに対処

するための意思決定フレームワークとして、「ファイヤートライアングル アプローチ」がある。これ

は、「熱・酸素・燃料」という 3 つの要素に対処して、火災を防ぐというアプローチである。これに

倣って、「ブッシュミート・ウェットマーケット・感染症」という人獣共通感染症の 3 つの潜在的な

要素を対象とすることで、そのリスクを軽減しようとするものである（図３参照）。このフレームワ

ークを活用し、国内及び国際的な野生動物の感染症のモニタリングを強化し、ブッシュミート

の取引やその消費を規制するなど、具体的な提案が検討された。それ以外にも、より衛生的

で慎重な屠殺方法の導入、飼育環境の改善、ブッシュミートの販売業者や輸送業者、さらに

は一般市民の間でのリスクに対する認識の向上、動物の排泄物や廃水の適切な管理など、

幾つかの具体的な対策が考えられる。       

 

図 3：ファイヤートライアングル アプローチ 出典：Peros, Dasgupta, Kumar, & Johnson, 2021 

ウェットマーケットに対する具体的な措置に加え、過剰な肉の生産と消費（特に高所得者層に

おける）を減らすことが環境と健康の双方にメリットのある補完的な措置として挙げられる

（Peros et al., 2021; Petrikova, Cole, & Farlow, 2020; Willett et al., 2019）。Petrikova ら

（2020）は、ウェットマーケットを全面的に禁止すると、ブラックマーケットでの生きた動物の無

秩序な取引に拍車がかかる可能性があると主張し、サプライチェーンに沿った工業的畜産よ

りも汚染が少なく、資金の投入も少なくて済む小規模な畜産の可能性を強調している。生産

量が限られるため、肉の消費量の減少にもつながるとも示唆されている（Petrikova et al., 

2020）。 

食肉生産を制限することは、健康面からも理にかなっている。多くの疫学研究では、赤身肉の

消費が心・血管疾患、大腸がん、II 型糖尿病等のリスクと関連づけられており（Richi et al., 

2015）、また、肉の消費を 1 日 35g に制限すると長生きにつながるとされている（Willett et 
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al., 2019）。同時に、家畜の飼育はメタンの排出に寄与し（Petrikova et al., 2020; Willett et 

al., 2019）、しばしば森林の伐採やその他の土地利用の変化を引き起こすため、肉の消費を

減らすことは、気候変動や環境保全にもメリットがある。これらの利点を考慮すると、食料シス

テムを工業的畜産からローカルな小規模畜産へと再構築し、肉を減らした健康的な食生活

を促進することは、人間と環境の健康を向上させる新たな機会を提供することにもなる。 

 

3.2 健全な環境のための排水と水生生態系の管理 

ここでは、排水や淡水の管理に焦点を絞り、人間と環境の接点における実現可能なアクション

の提案をする。適切な排水管理は、現在進行中の感染を監視・制御し、将来の健康リスクを

軽減する鍵となる。SARS-CoV-2 は、処理水でも未処理水でも生存することがわかっている

（Bao & Canh, 2021; M. Kumar et al., 2021; Panda, B., Chidambaram, S., & Malakar, 2021; 

Takeda et al., 2020） 。図 4 で示しているように、SARS-CoV-2 とその RNA は、複数の経路

を通って上下水道を移動する可能性がある。これまでこのウィルスが水を媒介として感染した

事例は報告されていないが、世界の 18 億人が排泄物で汚染された水源を飲用していること

から（Bhowmick et al., 2020）、より安全な水管理を行うことは人間の健康と安全を向上させ

る上で不可欠であると考えられる。 

 
図 4：上下水道における SARS-CoV-2 の潜在的移動経路  

出典：Bao and Canh, 2021 を基に著者が作成 

前述のように、排水管理を強化することで、SARS-CoV-2 やその他のウィルスを追跡すること

ができる。これまでの経験によると、排水中の生存ウィルスや RNA のエビデンスから、感染の

規模を把握できることがわかっている。今回の SARS-CoV-2 だけでなく将来のウィルス対策

も視野に入れると、感染を把握する最善の方法は、従来の問題が起きてから対応する「受動

的・反応的（reactive）」な排水管理から「積極的・予防的(proactive)」な排水管理に移行す

ることである。このような予防的アプローチには、ウィルスの発生や今後の動向、さらにはホット

スポットを検知するために、一連の排水処理サービスに定期的なウィルス監視システムを導
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入することが含まれる。米国の一部の地域では、コストと時間のかかるウィルスの臨床診断検

査を補完するために、このアプローチをうまく利用できることが実証されており（Wu et al., 

2021）、オーストラリアではこのウィルスの下水監視プログラムがすでに地方自治体で実施さ

れている (New South Wales Government, 2021 等を参照）。このような取り組みは、将来のリ

スクに対して大きな有効性があると考えられる。 

今回のコロナウィルスだけでなく、より一般に人の健康と環境の保全に寄与する措置として、排

水処理法の改善が挙げられる。例えば、新型コロナ関連施設からの排水を受け入れる処理

場に効率的な消毒（塩素消毒、紫外線照射、オゾンによる消毒等）措置を導入するなど、処

理時の安全性を高める努力が有効である。また、淡水や排水の処理施設やその他の水関連

のサービスに従事するスタッフの健康を守る措置も、短・中期的に重要な対策である。長期的

には、衛生システムの改善やより有効な水質管理対策に投資し、脆弱な地域に適切な消毒

システムを備えた生活排水処理施設を導入することが重要である。 

コロナウィルスが地球の健康に影響を与えた例として、水生生態系に関わるものも挙げられる。

世界のいくつかの地域では、ロックダウンとそれに伴う社会経済活動の停止が、水質や水の生

産性に想定外の影響を与えている（Ramanathan et al., 2021）。例えば、水質（河川、ラグー

ン）に影響を及ぼす経済活動が一時的に停止したことで、細菌による汚染（大腸菌）や水質汚

染（BOD、DO、COD）が減少した場所があると報告されている（Vidyarthi, Parashar, Ranjan, & 

Ramanathan, 2021）。次のセクションで取り上げる CO2 と大気汚染の削減を維持することにつ

いての議論と同様、改善した水質汚染のリバウンドをできるだけ抑えるべく、水の生産性の改

善を維持するために資金を割り当てることは、今回もたらされた水質の改善を維持するのに役

立つものと考えられる。 

 

3.3 生態系を保護するための政策とガバナンスに関する提案 

上述の対策による進捗を維持するためには、プラネタリー・ヘルスとワンヘルスの原則を、特

定のセクターを超えて、いかに生態系保護のための政策とガバナンス改革に結びつけることが

できるかが重要となる。これは、今回のウィルスや人獣共通感染症の原因とされる人間による

生態系への侵食を抑制し、将来のパンデミックを防ぐために特に重要なことである。環境と人

間の健康及び生態系の保護に相乗効果が期待できるいくつかの政策には、自然を評価する

手法の向上、生態系回復を目的としたく財政的・規制的手段の導入、これらの改革に関する

市民や政策立案者の支持を得るための戦略的情報提供やリスクコミュニケーションの実施、

問題意識の向上などが含まれる(Whitmee et al., 2015; Machalaba et al., 2021)。 

また、政策それ自体ではなく、その策定や実施に関わるより広範なガバナンスの改革について

も検討した。まず、中央政府は生態系の保護に対する財政支援を強化するだけでなく、新型

コロナウィルスやその他の潜在的かつ多様な脅威から地域の安全・安心を確保するために、

地方自治体に柔軟な権限を与える必要がある。同様に、ステークホルダーが関与する仕組

みを強化することで（セクション３参照）、人間・動物・環境の健康に携わる各分野の人々への

支援を強化できる。本ペーパー全体の主旨に謳われているように、これらのメカニズムが専門

家の間の連携を強化し、人間・動物・環境の健康診断や評価の仕組みを協働でデザインする

などすれば、今回のコロナ禍の域を超えた取り組みの具体化につながる（Sudatip et al., 

2021）。 
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このようなガバナンス改革は、前述のアクションを実施するために様々なアクターを動員するこ

とに重点を置くべきであり、協働的でかつマルチレベルなものとすることがより効果的である。

意思決定の上下関係を超えた効果的な調整は、特に疾病の早期発見に必要な高い透明性

のデータの安定供給を確保するために役立つ。人間・動物・環境の健康に関わる多様なステ

ークホルダーの間で病気の診断・治療・予防等に関する学術的な研究の成果を国や国際レ

ベルで体系化できれば、プラネタリー・ヘルスやワンヘルスの概念を、抽象的なものから具体

的で実行可能なアクションへと転換するのに役立つ（Charron, 2012）。 

4.気候を安定させるために 

4.1.危機的事態（コード・レッド）からグリーン・リカバリーと再設計（リデザイン）へ 

前セクションでは、特定のセクターに焦点を絞った対策に加えて、人間・動物・環境のインター

フェースを対象としたより包括的な改革が、人間と地球の健康に対する短期的及び長期的な

脅威に対処するために不可欠であることを述べた。同様に、複数の政策分野を横断して取り

組む必要がある問題として、気候変動が挙げられる。最近発表された IPCC（気候変動に関す

る政府間パネル）第 1 作業部会の第 6 次評価報告書によると、気候変動対策はさらに緊急

性を増しており、もはや変革を遅らせる時間はないとしている。世界は、まさに危機的事態に

直面している（IPCC, 2021）。 

今回のコロナによるロックダウンとそれに伴う経済活動の停滞は、大気汚染物質の排出に対し

て短期的にはそれなりの効果があったが、コロナに伴う経済刺激策が適切に設計されれば、

温室効果ガスや汚染物質をより長期的に抑制するのに有効であることは間違いない。IGES は

国際的なパートナーと協力して、「Energy Policy Tracker」の一環として、主にエネルギー分野

に焦点を当てた G20 諸国の刺激策を分析してきた。調査結果はほとんどがネガティブなもの

だったが、気候に関してはいくつかのポジティブな報告もあった。G20 諸国が化石燃料に約

2,900 億米ドルを割り当てたことは、ネガティブなニュースであった。この資金はほとんどが「無

条件」であり、気候変動や大気汚染の削減は全く考慮されていない。一方、G20 諸国がクリー

ンエネルギーのために 2,350 億米ドル近くを確保したというポジティブなニュースもあった。ま

た、図 5 に示されているように、「Energy Policy Tracker」に記録されているクリーンエネルギ

ーに特化した資金の割合は、当初の37％から44％へと緩やかに増加している（ただし、2021

年 3 月の 47％からはやや減少している）。前セクションで述べた結論と同様に、この上昇傾向

を持続させるには、開発に関わる複数のセクターでの相乗効果を活用した野心的かつ実行

可能なアクションの提案が必要である（IISD et al., 2021)。 
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図 5：G20 のエネルギー関連刺激策の資金配分の推移 出典：著者、IISD2021 年他よりデータ引用 

4.2 気候変動とクリーンエネルギー政策の強化 

クリーンエネルギーに資金を割り当てた政府は、気候変動対策の強化にある程度コミットして

いる。例えば、2021 年 11 月の第 26 回国連気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC 

COP26）に向けて 4 月に米国が主催した気候サミットでは、排出量削減目標を強化する国が

増加した。さらに、より厳しい削減目標が NDC（自国が決定する削減量）に盛り込まれている。

刺激策の資金をエネルギーシステムの脱炭素化の推進に充てることで、各国の NDC の野心

度をさらに高めることが期待できる。炭素税の更新、クリーンエネルギーに関わるインフラへの

投資、化石燃料からのダイベストメントなど、政府が取りうる対策は多数存在する。政策立案

者は、異論があれば、これらの施策がもたらす多くの利益について、このセクションでも説明す

るような事例をもって反論することが可能である。また、パリ協定で定められた 1.5℃の目標達

成にはまだ大きな隔たりがあることを考えると、より断固としたアクションを促す必要がある

（IPCC, 2018）。一つの懸念は、パンデミックによるロックダウンで削減された CO2 排出量が、

多くの国でリバウンドしていることである（図 6 参照）。 
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図 6：2019 年を基準とした世界の GDP、一次エネルギー総需要、エネルギー関連 CO2 排出量の推移  

出典: IEA, 2021 

「REDESIGN2020 プラットフォーム」（PLATFORM for REDESIGN, 2020）は、COP26 に向け、

排出削減目標達成に向けたキャッチアップ、ロックダウン後のリバウンド抑制、グリーン・リカバリ

ーに向けた経済刺激策におけるモメンタムの維持など、実現可能なアクションの提案に結び

付くものである。REDESIGN 2020 プラットフォームは、日本政府の主導のもと、UNFCCC が支

援し、IGES が管理するオンラインのイニシアティブで、コロナ禍からの持続的でレジリエントな復

興を達成するために、関連する政策や措置を各国政府が紹介し、共有することを目的として

いる。次に挙げる提案の多くは、REDESIGN2020 プラットフォームに掲載されているものである。 

 

4.3 建築・インフラ関連政策の強化 

グリーンビルディングの分野は、REDESIGN2020 プラットフォームなどでますます重要視されて

きている。建物やインフラの緑化は、気候変動やその他の優先開発課題に対処する上で多く

の利点があり、それによってプラネタリー・ヘルスを回復することに貢献し得る。例えば、環境に

配慮した既存の建物の改修プログラムは、国内経済を活性化し、地元の雇用を創出し、他の

開発課題にも長期的な相乗効果をもたらす。重要なのは、刺激策の資金を得ることで、現存

する建物の改修を進める機運が高まることである。フランスやイギリスでは、建物のエネルギ

ー効率を高めるために、断熱・暖房・換気・屋上のソーラーシステム等の導入を目的とした環

境に配慮したプログラム（306 億米ドル）を実施し、さらにエネルギー監査も強化して大きな効

果を上げている（O'Callaghan & Murdock, 2021）。新型コロナ復興資金を活用してこれらの改

革を推進しようとする取り組みは、先進国に限ったものではない。ラオスでは復興支援の一環

として、環境に配慮した清潔で衛生的な住宅や緑地を推進している（PLATFORM for 

REDESIGN, 2020）。 
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4.4 交通関連政策の強化 

経済刺激策は、より環境に優しくクリーンで健康によい輸送・交通手段を促進するためにも活

用できる。最も有望な交通関連の投資は、E(電動)モビリティとそれを支えるインフラへの投資

である。一部の高所得国では再生可能エネルギーへの移行の一環として、輸送・交通関連の

取り組みを進めている。しかし、同様な取り組みは、中低所得国ではほとんど見られなかった。

多くの国で推進されているアクションには、アクティブモビリティ（自転車や徒歩による移動）の

支援や公共交通機関関連のインフラ整備なども含まれる。フィリピンのような国では公共交通

機関の強化に力を入れているが、この分野は利用者数の減少によって特に大きな打撃を受

けている。NextGenerationEU のようなプログラムが交通機関の排出量削減に貢献できるもう

一つの分野はデジタル化であり、情報通信産業の強化(Asakawa & Kuriyama, 2021)や他の

産業の拡大を通じて可能となる。 

 

図 7： 輸送・交通セクターの動向  

出典： IGES, Platform for Redesign 2020 のデータを基に作成（2021 年 1 月） 

また、このような交通関連の対策のメリットを最大限に享受するためには、都市における実行

可能なアクションの提案が重要である。都市はアクションにおける最前線であり、気候変動とそ

の他の開発目標を結びつけるのに適している。一部の国では、パンデミックによるロックダウン

で一時的に大気の状況が改善されたことで、その改善を長期的に持続させるための対策を講

じる機会ともなった。例えば、インドネシアのジャカルタは日常的に空気の質が悪い都市だが、

コロナ禍をきっかけに、渋滞を緩和し自動車による移動を抑制することを目的とした改革を導

入した。大気質の長期的な改善に寄与するこのような政策は、プラネタリー・ヘルスがいかに

地域レベルで展開され、環境と市民の健康の両方に持続的な利益をもたらすことができるか

ということを示している。しかし残念なことに、CO2 と同様に、大気汚染、特に二酸化窒素

（NO2）のレベルに関しても、いくつかのリバウンドが観測されている（The European Space 

Agency, 2021）。大気質の改善のほとんどがロックダウンによるものであることを考えると、持
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続的な大気質の改善には、化石燃料を使った産業プロセスやエネルギー生産・輸送からの

脱却が必要である。 

5.統合と包摂 

これまでのセクションで強調してきたように、地球とそこに住むすべての生命体の健康は、生

命の基盤である生態系のレジリエンスを高めるという大きな目的に向かいつつ、気候危機にど

う対処するかにかかっている。持続可能で健康的な未来のためにプラネタリー・ヘルスを回復

するには、異なるセクター間の水平的な統合、および中央政府と地方自治体の間の垂直的

な統合に加え、社会的包摂（ソーシャル・インクルージョン）を推進することが不可欠である。 

 

5.1 統合：生態系と気候を結びつける 

いくつかのアクションは、人間の健康と表裏一体にある環境危機に総合的に取り組むために、

政策面での統合の強化に焦点を当てている。2004 年以来、生物の多様性に関する条約

(CBD)の締約国会議（COP）では、このような統合の強化にについて議論し幾つかの決定を行

うとともに、統合に関する多くの出版物を発行してきた。この統合の問題は、IUCN や WWF な

どの主要な自然保護団体が主導して、何十年にもわたって議論され広められてきた。最近で

は、生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プラットフォーム（IPBES）と

IPCC が共同でワークショップを開催し、生物多様性と気候変動をテーマにした報告書を作成

するなど、引き続き統合は重要なテーマとなっている。まもなく採択される予定である CBD に

おけるポスト 2020 生物多様性枠組では、21 のターゲット（案）のうちのひとつが、統合による

相乗効果（シナジー）を最大限に高めることに充てられている。同様に、その枠組の前身であ

る「生物多様性戦略計画 2011-2020」の 20 のターゲットのうち 2 つは、気候変動にも関連

している。そのためか、各国の生物多様性国家戦略・行動計画（NBSAPs）には気候変動が盛

り込まれている。ポスト 2020 生物多様性枠組が、気候変動に関する NDCs と NBSAPs の間

の一貫性をさらに強化することに期待が高まっている。 

生物多様性と気候変動の目標の同時達成に向けて、相乗効果（シナジー）のあるアクションを

促進するためには、地域循環共生圏（CES）という概念をベースに自立した分散型の地域コミ

ュニティを作ることが有効である。商品やサービスのライフサイクルにおいてエネルギーや資

源を節約する分散型コミュニティを育成することで、CES は排出量を削減し、ランドスケープや

シースケープにおける自然の活力を豊かにすることができる。さらに、CES のコンセプトは、追

加的な資金による支援や国の政策または国際的なプロセスからの支援があれば、さらに広ま

る可能性がある。生態系や気候変動など複数の分野にわたる課題を横断的に対処する鍵の

一つに、地方・国・国際レベルの意思決定の垂直的な統合の強化が考えられる。例えば、

SDGs が掲げる複数の目標の達成ための国から配分された予算を地方自治体がどのように使

ったかを明確にすることなどが挙げられる。 

5.2 社会的包摂：すべての人のための持続可能な未来に向けて 

異なるセクターの統合や国と地方の統合だけでは不十分である。今回のパンデミックでは、危

機の社会的側面にさらに注目する必要があることが浮き彫りになった。たとえば、不利な立場

にあるグループが、ウィルスに感染するリスクが最も高いこと、さらにはより深刻な健康被害を

経験していることなどが報告されている（例えば、Raifman & Raifman, 2020 を参照）。環境政
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策の分野では、新型コロナによる危機以前から、汚染物質にさらされている不利な立場にある

グループや集団の影響にいかに対処するかが重要な関心事だった。環境正義の問題、特に

自治体レベルでの問題については、本ペーパーの範囲を超えたより詳細な議論が必要だが、

既存の社会的・経済的不平等が、コロナ禍のようなショックやそれへの対応の仕方によってさ

らに悪化する可能性があることを認識することが重要である。 

 

パンデミックからの復興を目的とした公的資金は国内の脆弱な人々に不均衡な影響を与える

だけでなく、国際的にも社会経済的な格差を実際に拡大する可能性を示唆する結果もある。

バングラデシュと韓国で行われたコロナ禍からの復興効果に関する研究では、その理由が明

らかになっている。この調査によると、バングラデシュでは、復興は脆弱な人々の生活や中小

企業の経営支援など最も緊急性の高いニーズに主に集中していたが、産業汚染の拡大や生

態系の劣化など持続可能性関連の事業は含まれなかった。一方、韓国は財政資金を活用し

て、社会保護の強化、健全な雇用の確保、再生可能エネルギーの拡大、生態系の保全を目

的としたプロジェクトやプログラムに投資した（Zhou & Moinuddin, 2021）。この例はパンデミック

が「K 字型」の回復をもたらし、ニーズが少ない人が政府の支援から最も多くの恩恵を受けて

いる一方で、低所得者や対象外とみなされた人々はさらに取り残されているという懸念を反映

している（Titimur, 2020）。 

 

また、生物多様性と気候変動の統合を強化する国際的な取り組みがあるように、このように

国ごとに異なる K 字型回復の差を緩和するために国際的なレベルで措置を講じる必要もある。

K 字型回復は、高所得国では危機の後に開発が大幅に改善され K の上向きの傾斜部分を

たどる開発経路を辿る一方、低所得国は K の下降部分を辿りさらに遅れをとることが想定さ

れている。このような二極化が環境に与える影響は様々な要因によって異なるためさらなる調

査が必要だが、低所得国の経済の停滞または後退は、環境危機への対応やすべての人にと

って持続可能な未来を実現するために必要な国家財政に潜在的な悪影響を及ぼしている可

能性がある。 

K 字型回復に関する懸念は、新しいウィルスの変異種が出現している中で、ワクチンへのアク

セスが国によって不平等なことで明確となった。予防接種によって病気の負担が軽減された

人がいる一方で、予防接種を受けていない人や影響を受けやすい人の間でウィルスの複製と

変異を繰り返されている。2021 年夏には、ワクチンを接種した人にも比較的感染力が強い

（Center for Disease Control, 2021）デルタ株が急速に世界に広がり、ワクチンの効果が低下

した可能性がある（Wold Health Organisation, 2021）とされている。これに関連して懸念され

るのは、世界保健機関（WHO）が「不平等な経済状況をさらに悪化させる」と声明を出してい

るにもかかわらず（Wold Health Organisation, 2021）、デルタ型の変異株の出現に対応し一

部の高所得国がブースター投与を進めていることである（Kar-gupta & Copley, 2021）。ワク

チンに関連した不平等は、高所得国と低所得国の格差をさらに拡大させる可能性があり、高

所得国が経済的な回復を享受する一方で、低所得国（及び資源の乏しい国）は疾病による

深刻な負担が続き、それによって取り残されてしまうという状況が生まれつつある。 

このような傾向に対抗するために、多くの途上国でパンデミック後に累積した債務を免除する

という提案が、改めて注目されている。また、それ以外の対策として、より広範なサステナビリ

ティの指標を用いて各国の信用力を評価することにより、すべての国がプラネタリー・ヘルスの
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長期的な見通しを念頭に置いて活動を推進することを奨励している。これらの対策の多くは、

「開発資金調達に関するアディスアベバ行動アジェンダ（Addis Ababa Action Agenda on 

Financing for Development）」において言及されている。 

気候変動や生物多様性のような環境課題の統合と同様、最も有効な改革に、国や地方の意

思決定において社会的な平等を考慮するという新たな統合が挙げられる。それは気候変動

ですでにある程度実現されている。例えば、米国は最近の気候変動政策で雇用の創出をテ

ーマにしている。雇用創出の可能性に関する分析の多くは、エネルギー関連の雇用に焦点を

当てているが、生態系の保護や災害防止に役立つ、環境に配慮した持続可能な雇用を促進

する余地は大いに認められる。雇用創出プログラムは様々なステークホルダー間の社会的対

話によって導かれ、公正な移行を拡大し促進するトレーニングやジョブマッチングプログラムに

よってサポートする必要がある。このような考え方は、単に化石燃料関連産業で働く人々だけ

でなく、将来の改善や持続可能な収入の見通しが立たない低賃金の部門で働く人々にも適

用できる。 

 

最後に、このような公正な移行を促進するためには、構造的な変化が不利な立場にあるグル

ープに与える不平等な影響を正しく認識し、関連する決定がより社会的に包括的なものにな

るようにする必要がある。例えば、イギリスやフランスでは、気候市民会議の設立に向けた取り

組みが行われている。また、研究者は、気候の保護や自然資源の保全を目的とした戦略の

研究を協働で設計しあるいは協働で実施するようにして、不利な立場にあるグループや社会

層にまでそれを広げることができる。社会的包摂は、セクター間の統合を強化するのに役立つ

ものである。 

5.3 おわりに 

パンデミックが今後どう展開するかに関してはいくつかの潜在的なシナリオがありうる。それぞ

れのシナリオに関して環境への影響を継続的に分析することが重要である。ワクチンが世界的

に普及すれば、数年以内に経済や社会がほぼパンデミック前の状態に戻り、コロナ禍は管理

可能になるかもしれない。あるいは、将来懸念される新型インフルエンザなどにより、さらに深

化する公衆衛生の課題に効果的に対応できない場合、感染の波が押し寄せている間は特定

の経済活動に対する制限が継続され、パンデミック時代に即した新しい種類の経済活動とな

る可能性がある。一方で、今回のパンデミックが終わった後に、別の世界的な公衆衛生上の

危機が同時進行で発生する可能性もある。このようなシナリオが経済や社会の構造にどのよ

うな影響を与え、それが環境にどのような影響を及ぼすかを分析する研究は、どのようなアク

ションが実現可能であり優先すべきかを評価する上で参考になるだろう。 

このパンデミックにはまだ多くの不確定要素が残っているが、いずれにしてもプラネタリー・ヘル

スの原則に基づき、プラネタリー・バウンダリーの範囲内で、脱炭素化及び災害に強い経済社

会を再構築する施策の導入と実施が急務である。これらの対策は、地球の急速な変化と不

確実な異常気象の中で、脱炭素社会への移行と SDGs の実現に貢献するものでなければな

らない。 
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